
第５次首都圏基本計画（平成１１年３月内閣総理大臣決定）では、我が国の活力創出に資する

自由な活動の場の整備、個人主体の多様な活動の展開を可能とする社会の実現、環境と共生す

る首都圏の実現、安全、快適で質の高い生活環境を備えた地域の形成、将来の世代に引き継ぐ

共有の資産としての首都圏の創造という５つの目標とする社会や生活の姿と、これを実現する

ための地域構造として、首都圏の各地域がそれぞれに社会、経済、居住の場としての価値をもっ

て自立し、かつ相互に高密度で水平的なネットワークを形成する「分散型ネットワーク構造」を

目指している。本節では、この主要な要素となる、東京を中心とする地域と広域連携拠点の現

況について見てみる。

１．既成市街地における最近の動向

都市の魅力と国際競争力を高める必要性から、都市再生を通じた経済構造改革を図るため、内

閣総理大臣を本部長、国務大臣を本部員とする都市再生本部が平成１３年５月に内閣に設置され、

これまでに１６の都市再生プロジェクトを決定１）している（首都圏に関するものは図表１‐２‐６参

照）。ここでは、首都圏に関する都市再生プロジェクトのうちいくつかの進捗状況等について紹

介する。

（１）PFI手法の一層の展開

「民間でできることは民間で」という構造改革の

一環として、PFI２）手法の活用に積極的に取り組

んでいる。

中央官庁施設等のPFIによる整備については、公

務員宿舎赤羽住宅（仮称）整備事業（財務省）、九

段第３合同庁舎・千代田区役所本庁舎整備等事業

（国土交通省）等について、事業契約が締結された。

また、PFI的手法による公営住宅建替事業とし

て、南青山一丁目団地建替プロジェクト（東京都）

（図表１‐２‐１）を推進しており、平成１６年３月に着

工した。この事業は、都心部にある都営南青山一丁

目団地の建替に際し、敷地を有効活用して、民間事

業者による都営住宅と民間施設等との一体的整備を

行うものである。東京都は都有地に定期借地権を設

第2節
首都圏の圏域形成の現状と今後の課題

図表１‐２‐１ 南青山一丁目団地建替
プロジェクト

１）第六次決定（平成１５年１１月）までの数字。平成１６年４月には第七次決定「大阪圏における生活支援ロボット産業拠

点の形成」が行われた。

２）Private Finance Initiative。公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用

して行う新しい手法。日本では「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（平成１１年法

律第１１７号）に基づき実施される。

資料：南青山アパートメント（株）
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大手町合同庁舎第１号館・２号館跡地

関係地権者等による組織の区域

築後30年以上経過した建築物 東京駅

首都高都心環状線

JR
新
幹
線
・
総
武
線
・
山
手
線
等

定して民間事業者へ貸し付け、民間事業者は都営住宅を含む複合施設の設計及び建設を行い、建

物の完成後、都は都営住宅部分を、港区は保育園及び図書館部分を、医療法人財団順和会はグ

ループホーム部分を買い取り、各々管理運営する。民間賃貸住宅や商業・業務施設等は民間事

業者である南青山アパートメント（株）が所有し、賃貸事業用に運営する仕組となっている。

（２）都市における既存ストックの活用

これまでに蓄積された都市資産の価値を的確に評価し、これを将来に向けて大切に活かして

いくため、既存建築物のストック活用対策として、既存オフィス建築物等の住宅への用途転換

に対する補助制度の拡充等、区分所有法の改正等を行った。

（３）国有地の戦略的な活用による都市拠点の形成

国が地方公共団体と連携して、民間の資金や企画力を活用しつつ都市内の大規模な未利用国

有地の有効活用を積極的に推進し、都市構造の変革につながる都市拠点形成を実現することに

より、総合的な都市再生を戦略的に進める取組を推進している。

建物の老朽化が進む大手町地区（図表１‐

２‐２）においては、「多極分散型国土形成促

進法」（昭和６３年法律第８３号）に基づき移

転した国の合同庁舎跡地を活用し、民間主

体により国際的なビジネス拠点として再生

を図ることとしている。これまで、地元地

権者企業、東京都、千代田区で構成するま

ちづくり協議会が開かれ、跡地を種地とし

た連鎖的な建替を決めるための枠組みを検

討している。

霞が関地区においては、平成１３年６月の

都市再生本部決定に基づき、PFI手法によ

る中央合同庁舎第７号館の整備（国土交通

省、文部科学省、会計検査院、金融

庁）（図表１‐２‐３）が推進されており、

平成１５年６月には事業契約が締結さ

れた。この事業を契機として、霞が

関三丁目南地区の再開発を実施する

ため、官庁施設を含む街区全体につ

いて一体的な都市計画を定めるとと

もに、官庁施設と隣接の民間建築物

が融合した建築物として整備するこ

ととしている。整備にあたっては、

地元地権者等から構成される「霞が

関三丁目南地区まちづくり協議会」

が平成１３年７月に設立され、景観配

慮や環境対策等の観点から、まちづ

くりに関する企画提案書が提出され

図表１‐２‐２ 大手町地区

図表１‐２‐３ 中央合同庁舎第７号館等の建替イメージ

資料：都市再生本部

資料：都市再生本部
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さいたま市（ 1地域： 47 ha ）

川崎市（ 1地域：53 ha ）

千葉県・柏市（ 1地域：20 ha ）

神奈川県・相模原市（1地域：36 ha）

さいたま新都心駅周辺地域 柏駅周辺地域

川崎駅周辺地域

川崎殿町・大師河原地域（第二次指定）

浜川崎駅周辺地域（第二次指定）

相模原橋本駅周辺地域

ている。平成１６年３月には施設計画の具体化に伴い、同地区地区計画が都市計画変更されてい

る。

（４）都市再生緊急整備地域等の指定

「都市再生特別措置法」（平成１４年法律第２２号）に基づき、都市の再生に関する施策の重点的

かつ計画的な推進を図るための基本的な方針（都市再生基本方針）が平成１４年７月に閣議決定

され、これに基づき、平成１４年度に都市再生緊急整備地域の第一次指定、第二次指定が行われ

た。平成１５年７月には、さいたま市、千葉県柏市、川崎市、神奈川県相模原市が都市再生緊急整

備地域に第三次指定（図表１‐２‐４）され、首都圏においては、合計で２１地域が指定されている。

さらに、都市再生の拠点となる地域に、資金やノウハウといった民間の力を集中的、戦略的

に振り向け、都市の再生を強力に推進することを目的として、都市再生特別措置法により、都

市再生緊急整備地域内における都市開発事業である都市再生事業に対する各種支援措置が用意

図表１‐２‐４ 都市再生緊急整備地域（第三次指定）

地域名称 整 備 の 目 標

さいたま新都心駅
周辺地域

JR大宮駅と与野駅の間に位置するさいたま新都心駅周辺地域において、旧JR大宮操車場跡地や
工場跡地の土地利用転換により、国の行政機能を核とした業務・商業等の高次都市機能集積拠点
を形成

柏駅周辺地域 千葉県北西部の中心であり、JR常磐線・東武野田線の交通結節点として発展してきた柏駅周辺
において、その立地特性を活かし、共同化等により商業をはじめとする多機能複合市街地を形成

川崎駅周辺地域 京浜臨海部への交通要衝として広域的な商業・業務機能等の拠点として発展してきた川崎駅周辺
地域において、次世代を見据えた高次な都市機能拠点として再生するため、駅周辺での大規模低
未利用地土地利用転換や老朽建物の更新により、広域的な交通結節点としての立地特性を活かし、
商業及び業務機能をはじめとした魅力とにぎわいのある都市拠点を形成

相模原橋本駅
周辺地域

首都近郊の内陸工業都市の核として発達してきた橋本地域において、JR横浜線・相模線、京王
相模原線の３線の交通結節点としての立地機能を活かし、敷地の共同化や駅に近接する大規模工
場跡地の土地利用転換等により、多様な都市機能をもった複合市街地を形成

資料：都市再生本部
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された。このうち民間事業者に対する資金面の支援としては、民間事業者が行う一定の都市開

発事業について、その事業計画を国土交通大臣が認定し、これに対する債務保証、無利子貸付

が民間都市開発推進機構から、出資・社債等取得が都市再生ファンド投資法人から支援される

仕組が用意されている。平成１６年３月現在、全国で７件、うち首都圏では４件の民間都市再生

事業計画が認定を受けている（図表１‐２‐５）。

図表１‐２‐５ 首都圏における認定民間都市再生事業

図表１‐２‐６ 都市再生プロジェクト一覧（首都圏に関するもの）

認定民間都市再生事業の名称 認定時期 該当する都市再生緊急整備地域

南青山一丁目団地建替プロジェクト 平成１５年１月 環状二号線新橋周辺・赤坂・六本木地域

臨海副都心有明南LM２・３区画開発事業 平成１５年５月 東京臨海地域

（仮称）UDXビル計画 平成１５年１０月 秋葉原・神田地域

晴海二丁目地区都市再生事業 平成１６年２月 東京臨海地域

決 定 日 等 プ ロ ジ ェ ク ト の 内 容

第一次決定

（Ｈ１３．６．１４）

◇東京湾臨海部における基幹的広域防災拠点の整備

◇大都市圏におけるゴミゼロ型都市への再構築

・廃棄物・リサイクル関連施設の整備と水運等を活用した静脈物流システムの構築

◇中央官庁施設のPFIによる整備

第二次決定

（Ｈ１３．８．２８）

◇大都市圏における国際交流・物流機能の強化

○大都市圏における空港の機能強化と空港アクセスの利便性向上

○大都市圏における国際港湾の機能強化

◇大都市圏における環状道路体系の整備

・首都圏三環状道路の整備推進

・横浜環状線の整備推進

◇都市部における保育所待機児童の解消

◇PFI手法の一層の展開

○東京都営南青山一丁目団地建替プロジェクトの推進

第三次決定

（Ｈ１３．１２．４）

◇密集市街地の緊急整備

○密集市街地のうち特に火災等の可能性の高い危険な市街地を今後１０年間で重点地区として整

備

○密集市街地全域について、敷地の集約化等に向けた住民の主体的取組の支援体制を強化する

とともに民間活力を最大限発揮できる制度を導入

◇都市における既存ストックの活用

○既存の建築物について長期間にわたって活用を促す仕組の整備

◇大都市圏における都市環境インフラの再生

○大都市圏の既成市街地において、自然環境を保全・再生・創出することにより水と緑のネッ

トワークを構築（「首都圏の都市環境インフラのグランドデザイン」のとりまとめ（平成１６

年３月））

第四次決定

（Ｈ１４．７．２）

◇東京圏におけるゲノム科学の国際拠点形成

第五次決定

（Ｈ１５．１．３１）

◇国有地の戦略的な活用による都市拠点形成

○大手町合同庁舎跡地の活用による国際ビジネス拠点の再生

○中央合同庁舎第７号館の整備を契機とした国有地を含む街区全体の再開発の実施
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広域連携拠点

２．広域連携拠点の整備の現状と課題

首都圏における大都市問題の解決を図るために、各地域の中心となるべき都市を業務機能等

の諸機能が集積した核として重点的に整備・育成し、バランスのとれた地域構造に改善してい

く必要がある。第５次首都圏基本計画では、広域的な機能を担い、連携・交流の要となる都市

を「広域連携拠点」として育成・整備し、地域における生活や諸活動の中心を担う他の拠点的

な都市を「地域の拠点」として整備を推進することとしており、多極分散型国土形成促進法に

基づく業務核都市の育成整備を始めとした施策が講じられている。

ここでは、人口の動きや様々な指標を用いて、広域連携拠点における人口や機能の集積と拠

点性の高まり等について見てみる。

図表１‐２‐７ 第５次首都圏基本計画に位置付けられた広域連携拠点

資料：国土交通省国土計画局作成
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区
部

広
域
連
携
拠
点

首
都
圏
全
体

転
入
出
率

平成5年～平成9年

平成10年～平成14年

（％）

首都圏

首都圏外

東京都
区部

首都圏内

他市町村

広域連携

拠点

44,647

16,556
67,398

87,210

92,369

59,688

（１）人口の集積が進む広域連携拠点

東京都区部、広域連携拠点、それら以外の首

都圏内の他市町村及び首都圏外について、平成

７年から平成１２年の５年間の人口移動量を広域

連携拠点を中心に見てみる。近年、全国的に移

動量が減少しており、広域連携拠点についても

人口の流入が減少しているものの、区部から人

口の流入がある首都圏内の他市町村からも広域

連携拠点に流入しているように依然として流入

傾向にある（図表１‐２‐８）。

さらに、個々の広域連携拠点の転入出率の推

移を見ると、首都圏内で比較的西に位置する八

王子・立川・多摩、町田・相模原、厚木等の各

広域連携拠点では人口が増加傾向、土浦・つく

ば・牛久、川越、熊谷、さいたま、春日部、柏、

青梅、甲府といった首都圏の外縁部の内、北関

東を除く部分及び埼玉県内の各市においては人

口増加率の鈍化もしくは人口減少に転じている。

ただし、広域連携拠点全体としては首都圏全体

を上回る転入出率となっている（図表１‐２‐９）。

図表１‐２‐８ 首都圏内外の人口移動量
（平成７年～平成１２年）

図表１‐２‐９ 広域連携拠点の転入出率の変化

注 ：数字は転入者数と転出者数の差（人）を表す。
資料：「国勢調査」（総務省）により国土交通省国土計画

局作成

注 ：転入出率＝転入者数／転出者数×１００（％）。
資料：「住民基本台帳」（総務省）により国土交通省国土計画局作成
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柏
千葉千葉

横浜・川崎横浜・川崎

土浦・つくば・牛久土浦・つくば・牛久

熊谷
木更津木更津

前橋・高崎

宇都宮宇都宮
甲府甲府

青梅水戸

さいたまさいたま

成田

町田・相模原町田・相模原

春日部・越谷
川越

八王子・立川・多摩八王子・立川・多摩

厚木

首都圏平均

（%）

（２）広域連携拠点間の通勤通学者の動向

広域連携拠点の平成２年から平成１２年にかけての昼夜間人口比及び東京都区部への通勤通学

率の変化を見ると、昼夜間人口比については、総じて首都圏平均と比べて上昇する傾向にあり、

東京都区部への通勤通学率は、八王子・立川・多摩、春日部・越谷、川越、町田・相模原等の

首都圏中心部に近い都市では低下し、東京都区部への依存が弱まる傾向にある。これに対し、前

橋・高崎、宇都宮、甲府、青梅、水戸等の首都圏外縁部の都市においては、逆に東京都区部へ

の流出の度合が高まりつつある（図表１‐２‐１０）。

各広域連携拠点を形成する都市（広域連携拠点都市）間及び東京都区部間の通勤通学者数の

状況を見ると、広域連携拠点都市間の一日あたりの合計が平成２年で約６６６．８万人であったもの

が、平成１２年では約６８７．６万人と、１０年間で約３％増加している。特に、八王子―多摩、八王子―

相模原、横浜―相模原等、東京を環状に取り囲む方向での増加が著しく、また、土浦―つくば―

牛久等、広域連携拠点都市間でも増加している（図表１‐２‐１１）。一方、東京都区部を中心とした

放射方向については、横浜、川崎、町田等を中心に減少傾向となっている。

これらのことから、人々の日々の行動においても、かつて東京近傍に昼間に東京都区部へ通

勤・通学の面で大きく依存する都市が位置し、その外側に東京との繋がりが薄い都市が位置す

るという構図であったものが、近年、東京の近傍都市では東京都区部への依存傾向は弱まり都

市の自立性・拠点性が高まる一方で、首都圏外縁部の都市では東京及びその近傍の都市と結び

つきが強まる傾向にあり、全体としては、ネットワーク化が進展する傾向にある。

図表１‐２‐１０ 広域連携拠点の昼夜間人口比と東京都区部への通勤通学率の変化

注 ：昼夜間人口比＝昼間人口／夜間人口。
東京都区部への通勤通学率＝東京都区部への通勤通学者数／全通勤通学者数。

資料：「国勢調査」（総務省）により国土交通省国土計画局作成
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（３）関東北部地域における物流の状況

次に、第５次首都圏基本計画において大環状連携軸の中心として位置付けられている関東北

部地域の広域連携拠点における物流の状況を見てみる。平成２年から平成１２年の貨物出荷量を

見ると、全国的には減少しており、関東北部地域の３県（茨城県、栃木県、群馬県）について

も、減少率は全国よりも小さいものの、やはり減少傾向にある（図表１‐２‐１２）。

一方、これら３県における広域連携拠点間の工業製品の流動状況を見ると、平成２年から平

成１１年において、逆におおむね増加している（図表１‐２‐１３）。各県内での第二次産業生産額と、

全国及びこれら３県の貨物出荷量が減少しているにもかかわらず、広域連携拠点間の物流の流

動が増加していることから、これらの広域連携拠点の物流拠点としての役割や機能が強くなっ

ているとともに、これら広域連携拠点都市間の物流関係の交流が進展していることがわかる。

関東北部地域の広域連携拠点都市は、周辺を含めその多くが首都圏整備法に基づく都市開発

区域に指定されており、工業団地等の整備や大規模な工場等の集積が進んでいる。さらに平成

１５年１１月には、広域連携拠点都市を含む東西に拡がる地域が「広域連携物流特区」として認定

された。今後、現在整備中の北関東自動車道等の基盤整備が進むこと等と併せ、物流拠点の形

成とネットワーク化が一層進むことが期待される。

図表１‐２‐１１ 広域連携拠点間の通勤通学者数の変化（平成２年～平成１２年）

資料：「国勢調査」（総務省）により国土交通省国土計画局作成
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（４）諸機能が集積する要因 ～立川市の事例～

立川市は、第４次首都圏基本計画（昭和６１年内閣総理大臣決定）において、業務核都市とし

て育成するとされ、その整備が進められてきている。近年においても、交通基盤整備として平

成１２年１月の多摩都市モノレール全線開業、都市基盤整備としてJR立川駅周辺の市街地再開発

事業、土地区画整理事業が進展している。

また、多極分散型国土形成促進法に基づく国の行政機関の移転事業の一環として、立川基地

跡地への総務省自治大学校の移転（平成１４年度）に引き続き、今後、大学共同利用機関法人人

間文化研究機構（旧国文学研究資料館）、大学共同利用機関法人情報・システム研究機構（旧国

立極地研究所、旧統計数理研究所）、独立行政法人国立国語研究所といった文部科学省所管の３

研究機関が移転する予定となっている。

立川市の人口の伸び率は７年連続して首都圏全体、東京都区部等の伸び率を上回っており（図

表１‐２‐１４）、小売業年間販売額については、平成１１年を境に増加に転じている（図表１‐２‐１５）。

図表１‐２‐１３ 北関東三県拠点都市間の工業製品の流動状況の変化（平成２年～平成１１年）

図表１‐２‐１２ 貨物出荷量の変化（平成２年～平成１２年）

資料：「全国貨物純流動調査」（国土交通省）により国土計画局作成

資料：「道路交通センサス」（国土交通省）により国土計画局作成
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また、公示地価についても、平成１４年度における前年度からの上昇率が、商業地で全国第２位

となる地点が現れる状況となっている。

立川市では、モノレールという交通基盤の開業、国の行政機関の移転にあわせ、JR立川駅周

辺の整備を行い、飛躍的に機能の集積が達成できたものと考えられる。

以上、都市再生プロジェクトを始めとした市街地の再編、環状交通網の整備、広域連携拠点

の育成・整備等、必要な社会基盤等の整備を行うことにより、一定の効果の発現は見て取られ

るが、これらの社会基盤等の整備はなお途上にある。

第５次首都圏基本計画において目指す分散型ネットワーク構造の形成に向け、交通網、国際

物流拠点、防災等、引き続き総合的な取組を推進する必要がある。

図表１‐２‐１４ 人口の変化（平成７年を１００とした指数）

図表１‐２‐１５ 小売業年間販売額の変化（平成９年を１００とした指数）

資料：「住民基本台帳（平成７～１５年）」（総務省）により国土交通省国土計画局作成

資料：「商業統計（平成９，１１，１４年）」（経済産業省）により国土交通省国土計画局作成
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